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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃ：０．０１～０．２０％（質量％の意味、以下同じ)、Ｓｉ：０．１～０．５％、Ｍ
ｎ：０．６～１．８％、Ｐ：０．０００５～０．０２％、Ｓ：０．０００５～０．０１％
、Ａｌ：０．０１～０．１０％、Ｎｉ：０．１～０．５％、Ｃｒ：０．０１～０．３％、
Ｔｉ：０．００１～０．０５％、Ｃａ：０．０００３～０．００４％およびＮ：０．００
２０～０．００８％を夫々含有すると共に、Ｃｕ：０．１～０．５％およびＢ：０．００
００１～０．００１％を含有し、残部が鉄および不可避的不純物からなり、且つＣｕの含
有量［Ｃｕ］とＢの含有量［Ｂ］の比の値（［Ｃｕ］／［Ｂ］）が３００～８０００であ
ると共に、Ｎｉの含有量［Ｎｉ］とＰの含有量［Ｐ］の比の値（［Ｎｉ］／［Ｐ］）が１
５～８００であることを特徴とする耐食性に優れた船舶用鋼材。
【請求項２】
　Ｃｒの含有量［Ｃｒ］とＳの含有量［Ｓ］の比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）が５～４００
であると共に、Ｃｒの含有量［Ｃｒ］とＮの含有量［Ｎ］の比の値（［Ｃｒ］／［Ｎ］）
が７～１００である請求項１に記載の船舶用鋼材。
【請求項３】
　原油タンカーの油槽の素材として用いられるものである請求項１または２に記載の船舶
用鋼材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、原油タンカーの油槽用構造材として有用な船舶用鋼材に関するものであり、
特に油槽内で問題となっている硫化水素や硫黄などによる腐食に対して優れた耐食性を発
揮する船舶用鋼材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、タンカーの油槽（原油タンク）では、原油由来の硫黄分や硫化水素ガス、或はタ
ンク内に滞留する高濃度塩化物を含む水分（滞留水）に起因して鋼材は激しい局部腐食を
受け、早期に穴あきに至ってしまうという問題が顕在化している。こうしたタンク鋼材の
腐食は、原油タンカーでは沈没といった重大な事故を招く恐れがあることから、鋼材には
何らかの防食手段を施す必要がある。
【０００３】
　船舶においては、タールエポキシ樹脂塗料に代表される塗装による防食法を用いること
によって、或る程度の鋼材腐食は抑制できる。しかしながら、環境遮断性は防食塗膜でも
完全ではなく、水分、塩分および酸素等の腐食を引き起こす化学物質は、塗膜を浸透して
いずれは鋼材腐食が起こる。防食塗膜の下で鋼材腐食が起こると、腐食生成物の膨張圧に
よって防食塗膜に膨れが発生し、塗膜を破壊して鋼材露出に至り、防食作用がなくなるこ
とになる。
【０００４】
　現実的には塗膜には欠陥が存在する可能性が高く、船舶建造時における衝突等によって
塗膜に傷が付く場合もあるため、素地鋼材が露出してしまうことが多い。また鋼材のエッ
ジ部や施工不良部等、防食塗料の膜厚が極度に薄い部分が形成される場合も少なくない。
上記のような鋼材露出部は、局部的に且つ集中的に鋼材が腐食してしまい、また塗膜が極
度に薄い部分では海水は早期に浸透し塗膜下での腐食が発生することになる。
【０００５】
　一方、船舶において塗装と併用されることが多い電気防食法は、バラストタンクや外板
等の鋼材の防食には非常に有効な防食方法である。しかしながら、タンカーの油槽内では
、海水が十分に存在しない領域があり、こうした領域では、電気化学反応に必要な電解質
水溶液がないために、電気防食効果が作用しないことになる。
【０００６】
　以上のように、現行一般的に用いられている防食方法では、船舶就航後に比較的早期に
塗装手直しやドックでの定期検査・補修時の塗料塗り替えが必要となり、メンテナンス費
用の増大やドック期間延長（タイムロス）等の経済的損失が発生している。
【０００７】
　上記技術の他、化学成分の調整等によって鋼材自体の耐食性を向上させた耐食性鋼材も
これまで多数提案されている（例えば、特許文献１～９）。しかしながら、これらの技術
による耐食性向上は十分なものとはいえず、上記経済的損失の低減への寄与は小さいもの
であり、更に効果的な防食方法が要求されている。
【特許文献１】特開昭６３－２７０４４４号公報
【特許文献２】特開２００４－１６９０４８号公報
【特許文献３】特開２００６－３７２０１号公報
【特許文献４】特開２００７－１９７７５７号公報
【特許文献５】特開２００７－１９７７５８号公報
【特許文献６】特開２００７－１９７７５９号公報
【特許文献７】特開２００７－１９７７６０号公報
【特許文献８】特開２００７－１９７７６１号公報
【特許文献９】特開２００７－１９７７６２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
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　本発明は上記の様な事情に着目してなされたものであって、その目的は、塗装や電気防
食等の他の防食手段を鋼材表面に施さなくても実用できる程度に耐食性に優れ、特にタン
カー油槽用の素材として有用な船舶用鋼材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成することのできた本発明の船舶用鋼材とは、Ｃ：０．０１～０．２０％
(質量％の意味、以下同じ)、Ｓｉ：０．１～０．５％、Ｍｎ：０．６～１．８％、Ｐ：０
．０００５～０．０２％、Ｓ：０．０００５～０．０１％、Ａｌ：０．０１～０．１０％
、Ｎｉ：０．１～０．５％、Ｃｒ：０．０１～０．３％、Ｔｉ：０．００１～０．０５％
、Ｃａ：０．０００３～０．００４％およびＮ：０．００２０～０．００８％を夫々含有
し、残部が鉄および不可避的不純物からなる点に要旨を有するものである。
【００１０】
　本発明の船舶用鋼材においては、必要によって、（ａ）Ｃｒの含有量［Ｃｒ］とＳの含
有量［Ｓ］の比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）が５～４００であると共に、Ｃｒの含有量［Ｃ
ｒ］とＮの含有量［Ｎ］の比の値（［Ｃｒ］／［Ｎ］）が７～１００である要件を満足す
ることや、（ｂ）Ｃｕ：０．１～０．５％および／またはＢ：０．００００１～０．００
１％等を含有させることも有効であり、これらを含有させることによって船舶用鋼材の特
性が更に改善される。
【００１１】
　またＣｕを含有させた場合には、Ｃｕの含有量［Ｃｕ］とＢの含有量［Ｂ］の比の値（
［Ｃｕ］／［Ｂ］）が３００～８０００であると共に、Ｎｉの含有量［Ｎｉ］とＰの含有
量［Ｐ］の比の値（［Ｎｉ］／［Ｐ］）が１５～８００である要件を満足することが好ま
しい。上記のような船舶用鋼材は、原油タンカーの油槽の素材として特に有用である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の船舶用鋼材においては、化学成分組成を厳密の規定することによって、塗装お
よび電気防食を施さなくても実用化できる程度に耐食性に優れた船舶用鋼材が実現でき、
こうした船舶用鋼材は、原油タンカーの油槽の素材として極めて有用である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明者らは、前記課題を解決するために鋭意研究を重ねた。その結果、Ｃ，Ｓｉ，Ｍ
ｎ，Ｐ，Ｓ，Ａｌ等の基本成分に加え、Ｎｉ，Ｃｒ，Ｔｉ，Ｃａ，Ｎ等の元素を厳密に調
整することによって、上記課題を解決することのできる船舶用鋼材が実現できることを見
出し、本発明を完成した。
【００１４】
　本発明の鋼材では、その鋼材としての基本的特性および耐食性を満足させるために、Ｃ
，Ｓｉ，Ｍｎ，Ｐ，Ｓ，Ａｌ，Ｎｉ，Ｃｒ，Ｔｉ，Ｃａ，Ｎ等の成分を適切に調整する必
要がある。これらの成分の範囲限定理由は、次の通りである。
【００１５】
　［Ｃ：０．０１～０．２０％］
　Ｃは、鋼材の強度確保のために必要な元素である。石油類タンクの構造部材としての最
低強度、即ち概ね４００ＭＰａ程度（使用する鋼材の肉厚にもよるが）を得るためには、
０．０１％以上含有させる必要がある。しかし、０．２０％を超えて過剰に含有させると
鋼材の靱性が劣化する。こうしたことから、Ｃ含有量の範囲は０．０１～０．２０％とし
た。尚、Ｃ含有量の好ましい下限は０．０２％であり、より好ましくは０．０４％以上と
するのが良い。また、Ｃ含有量の好ましい上限は０．１９％であり、より好ましくは０．
１８％以下とするのが良い。
【００１６】
　［Ｓｉ：０．１～０．５％］
　Ｓｉは、脱酸と強度確保のための必要な元素であり、０．１％に満たないと構造部材と
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しての最低強度を確保できない。しかし、０．５％を超えて過剰に含有させると溶接性が
劣化する。尚、Ｓｉ含有量の好ましい下限は０．１２％であり、より好ましくは０．１４
％以上とするのが良い。またＳｉ含有量に好ましい上限は０．４５％であり、より好まし
くは０．４０％以下とするのが良い。
【００１７】
　［Ｍｎ：０．６～１．８％］
　ＭｎもＳｉと同様に、脱酸および強度確保のために必要であり、０．６％に満たないと
構造部材としての最低強度を確保できない。しかし、１．８％を超えて過剰に含有させる
と靭性が劣化する。尚、Ｍｎ含有量の好ましい下限は０．６５％であり、より好ましくは
０．７０％以上とするのが良い。またＭｎ含有量の好ましい上限は１．７％であり、より
好ましくは１．６％以下とするのが良い。
【００１８】
　［Ｐ：０．０００５～０．０２％］
　Ｐは、溶解した場合にインヒビターとして作用するリン酸塩を生成して、耐食性を高め
る元素である。このような作用を発揮させるためには、Ｐは０．０００５％以上含有させ
る必要がある。しかし、Ｐ含有量が過剰になって０．０２％を超えると靭性や溶接性を劣
化させる。こうしたことから、Ｐ含有量は０．０００５～０．０２％とした。尚、Ｐ含有
量の好ましい下限は０．０００６％であり、より好ましくは０．０００７％以上とするの
が良い。またＰ含有量の好ましい上限は０．０１８％であり、より好ましくは０．０１６
％以下とするのが良い。
【００１９】
　［Ｓ：０．０００５～０．０１％］
　Ｓは、極微量の存在により耐食性を高める作用を有する元素である。Ｓによる耐食性向
上効果を発揮させるためには、０．０００５％以上含有させる必要がある。しかし、Ｓ含
有量が過剰になって０．０１％を超えると靭性や溶接性を劣化させる。こうしたことから
、Ｓ含有量は０．０００５～０．０１％とした。尚、Ｓ含有量の好ましい下限は０．００
０６％であり、より好ましくは０．０００７％以上とするのが良い。またＳ含有量の好ま
しい上限は０．００９％であり、より好ましくは０．００８％以下とするのが良い。
【００２０】
　［Ａｌ：０．０１～０．１０％］
　ＡｌもＳｉやＭｎと同様に、脱酸および強度確保のために必要な元素であり、その含有
量が０．０１％に満たないと、脱酸の効果が発揮されない。しかし、０．１０％を超えて
含有されると溶接性を害することになる。こうしたことから、Ａｌ含有量は、０．０１～
０．１０％とした。尚、Ａｌ含有量の好ましい下限は０．０１２％であり、より好ましく
は０．０１５％以上とするのが良い。また、Ａｌ含有量の好ましい上限は０．０９％であ
り、より好ましくは０．０８％以下とするのが良い。
【００２１】
　［Ｎｉ：０．１～０．５％］
　Ｎｉは、耐食性向上に有効な元素である。特にＮｉは、防食塗膜下で発生する腐食反応
を抑制する作用を有しており、塗装の薄膜部分等で発生しやすい塗膜下腐食による塗膜膨
れを抑制する効果を発揮する。またＮｉはＰのインヒビター効果を増大させる作用も発揮
する。こうした効果を発揮させるためには、Ｎｉは０．１％以上含有させる必要があるが
、過剰に含有させると溶接性や熱間加工性が劣化することから、０．５％以下とする必要
がある。尚、Ｎｉ含有量の好ましい下限は０．１２％であり、好ましい上限は０．４５％
である。
【００２２】
　［Ｃｒ：０．０１～０．３％］
　Ｃｒは、錆を緻密化して耐食性向上に有効な元素である。特に、Ｃｒは、ＳやＮとの共
存により優れた耐食性を発現する元素である。また適量のＣｒは鋼材の靭性を向上させる
のに有効であり、船舶用鋼材として必要な機械的特性を得るためにも必要な元素である。
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これらの効果を発揮させるためには、Ｃｒは０．０１％以上含有させる必要がある。しか
しながら、Ｃｒが過剰に含有されると溶接性や加工性が劣化することから、０．３％以下
とする必要がある。尚、Ｃｒ含有量の好ましい下限は０．０２％であり、より好ましくは
０．０５％以上とするのが良い。また、Ｃｒ含有量の好ましい上限は０．２８％であり、
より好ましくは０．２６％以下とするのが良い。
【００２３】
　［Ｔｉ：０．００１～０．０５％］
　Ｔｉは、耐食性向上に有効な元素である。またＴｉは、塩化物腐食環境において生成す
る錆を緻密化する作用を有しており、塗膜傷部における腐食促進を抑制する元素である。
こうした効果を発揮させるためには、Ｔｉは０．００１％以上含有させる必要があるが、
０．０５％を超えて過剰に含有させると溶接性や加工性を劣化させることになる。尚、Ｔ
ｉ含有量の好ましい下限は０．００５％であり、好ましい上限は０．０４％である。
【００２４】
　［Ｃａ：０．０００３～０．００４％］
　Ｃａは、耐食性向上に有効な元素である。またＣａは、腐食先端のｐＨ低下を緩和する
作用を有しており、ｐＨ低下による腐食促進を抑制する効果を発揮して、耐食性を発現す
るのに有効である。こうした効果は、Ｃａを０．０００３％以上含有させることによって
有効に発揮されるが、０．００４％を超えて過剰に含有させると、溶接性と加工性を劣化
させることになる。尚、Ｃａ含有量の好ましい下限は０．０００５％であり、好ましい上
限は０．００３５％である。
【００２５】
　［Ｎ：０．００２０～０．００８％］
　ＮはＣｒとの共存により、耐食性を向上させる元素である。Ｎによる耐食性向上効果を
発揮させるためには、０．００２％以上含有させる必要がある。しかし、Ｎ含有量が過剰
になって０．００８％を超えると、固溶Ｎ量が増加して鋼材の延性や靭性に悪影響を及ぼ
すことになる。尚、Ｎ含有量の好ましい下限は０．００２５％であり、より好ましくは０
．００３％以上とするのが良い。またＮ含有量の好ましい上限は０．００７５％であり、
より好ましくは０．００７％以下とするのが良い。
【００２６】
　本発明の船舶用鋼材における基本成分は上記の通りであり、残部は鉄および不可避的不
純物からなるものである。不可避不純物としては、例えばＯ，Ｈ，Ｖ，Ｎｂ，Ｍｏ，Ｗ等
が挙げられ、これらの元素は鋼材の特性を害さない程度で含有しても良い。但し、これら
の不可避不純物は、合計で０．０５％以下、好ましくは０．０４％以下に抑えることによ
って、本発明の船舶用鋼材の耐食性発現効果を極大化させることができる。
【００２７】
　また、本発明の船舶用鋼材には、上記成分の他必要によって、更に、Ｃｕ：０．１～０
．５％および／またはＢ：０．００００１～０．００１％を含有させることも有効であり
、これによって船舶用鋼材の特性が更に改善されることになる。
【００２８】
　［Ｃｕ：０．１～０．５％および／またはＢ：０．００００１～０．００１％］
　ＣｕおよびＢは、耐食性向上に有効な元素であり、特にこれらの元素を共存させた場合
には、優れた耐食性を発現する。このうちＣｕは、塗膜欠陥部において、鋼材が腐食を受
けたときに生成錆を微細化する作用を有しており、塗膜傷部の腐食促進を抑制する効果を
発現するのに有用な元素である。Ｃｕによるこうした効果を発揮させるためには、Ｃｕを
０．１％以上含有させることが好ましいが、過剰に含有させると溶接性や熱間加工性が劣
化することから、０．５％以下とすることが好ましい。尚、Ｃｕを含有させるときのより
好ましい下限は０．１２％であり、より好ましい上限は０．４５％である。
【００２９】
　一方、Ｂは耐食性を発揮する他、焼入性を向上させるため鋼材の強度向上にも有効な元
素である。こうした効果を発揮させるためには、Ｂは０．００００１％以上含有させるこ
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とが好ましい。しかしながら、Ｂ含有量が０．００１％を超えて過剰になると、母材靭性
が劣化するため好ましくない。尚、Ｂ含有量のより好ましい下限は０．００００３％であ
り、更に好ましくは０．００００５％以上とするのが良い。また、Ｂ含有量のより好まし
い上限は０．０００８％であり、更に好ましくは０．０００６％以下とするのが良い。
【００３０】
　本発明の船舶用鋼材においては、優れた耐食性を発揮させるためには、上記の様に化学
成分組成を調整する必要があるが、必要によってＣｒの含有量［Ｃｒ］とＳの含有量［Ｓ
］の比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）や、Ｃｒの含有量［Ｃｒ］とＮの含有量［Ｎ］の比の値
（［Ｃｒ］／［Ｎ］）も適切に制御することが好ましい。また、必要によってＣｕを含有
させる場合には、Ｃｕの含有量［Ｃｕ］とＢの含有量［Ｂ］の比の値（［Ｃｕ］／［Ｂ］
）と共に、Ｎｉの含有量［Ｎｉ］とＰの含有量［Ｐ］の比の値（［Ｎｉ］／［Ｐ］）を適
切に制御することも好ましい。これらの範囲の規定理由は次の通りである。
【００３１】
　［［Ｃｒ］／［Ｓ］：５～４００］
　ＣｒとＳは適切な比率で共存させることにより、Ｃｒの硫化物が腐食反応を抑制して耐
食性（特に、裸仕様の鋼材の耐孔食性）を向上させる効果を発揮する。こうした効果を発
揮させるためには、上記比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）は少なくとも５以上とすることが好
ましい。しかしながら、この比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）が大きくなり過ぎて４００を超
えると、Ｃｒ硫化物の生成が不十分となるため、十分な耐食性向上効果が得られにくくな
る。尚、上記比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）のより好ましい下限は１０であり、より好まし
い上限は３５０である。
【００３２】
　［［Ｃｒ］／［Ｎ］：７～１００］
　ＣｒとＮは適切な比率で共存させることにより、Ｃｒの窒化物が腐食反応を抑制して耐
食性を向上させる効果を発揮する。このような効果を発揮させるためには、上記比の値（
［Ｃｒ］／［Ｎ］）は少なくとも７以上とすることが好ましい。しかしながら、この比の
値（［Ｃｒ］／［Ｎ］）が大きくなり過ぎて１００を超えると、Ｃｒ窒化物の生成が不十
分となるため、十分な耐食性向上効果が得られにくくなる。尚、上記比の値（［Ｃｒ］／
［Ｎ］）のより好ましい下限は１０であり、より好ましい上限は９０である。
【００３３】
　［［Ｃｕ］／［Ｂ］：３００～８０００］
　ＣｕとＢは必要によって共存して含有されるが、このような場合にはＣｕとＢは適切な
比率で共存させることにより、Ｃｕのホウ化物が腐食反応を抑制して耐食性（特に、塗装
耐食性）を更に向上させる効果を発揮する。このような効果を発揮させるためには、上記
比の値（［Ｃｕ］／［Ｂ］）は３００以上とすることが好ましい。しかしながら、この比
の値（［Ｃｕ］／［Ｂ］）が大きくなって８０００を超えると、Ｃｕのホウ化物の生成が
不十分となるため、耐食性食性向上効果が得られなくなる。尚、上記比の値（［Ｃｕ］／
［Ｂ］）のより好ましい下限は４００であり、より好ましい上限は７０００である。
【００３４】
　［［Ｎｉ］／［Ｐ］：１５～８００］
　ＮｉとＰは適切な比率で共存させることにより、Ｎｉのリン化合物が腐食反応を抑制し
て耐食性（特に、塗装耐食性）を向上させる効果を発揮する。このような効果を発揮させ
るためには、上記比の値（［Ｎｉ］／［Ｐ］）は少なくとも１５以上とすることが好まし
い。しかしながら、この比の値（［Ｎｉ］／［Ｐ］）が大きくなって８００を超えると、
Ｎｉのリン化合物の生成が不十分となるため、耐食性向上効果が得られにくくなる。尚、
上記比の値（［Ｎｉ］／［Ｐ］）のより好ましい下限は２０であり、より好ましい上限は
７００である。
【００３５】
　本発明の船舶用鋼材は、例えば以下の方法により製造することができる。まず転炉また
は電気炉から取鍋に出鋼した溶鋼に対して、真空循環脱ガス装置（ＲＨ装置）を用いて、
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成分調整・温度調整を含む二次精錬を行う。その後、連続鋳造法、造塊法等の通常の鋳造
方法で鋼塊とする。このときの脱酸形式としては、機械特性や溶接性の観点からしてキル
ド鋼を用いることが好ましく、更に好ましくはＡｌキルド鋼が推奨される。
【００３６】
　次で、得られた鋼塊を、１０００～１３００℃の温度域に加熱した後、熱間圧延を行っ
て、所望の形状にすることが好ましい。このときの熱間圧延終了温度を、６５０～８５０
℃に制御し、熱間圧延終了から５００℃までの冷却速度を０．１～１５℃／秒の範囲に制
御することによって、所定の強度特性が得られる。
【００３７】
　本発明の船舶用鋼材は、基本的には塗装を施さなくても鋼材自体が優れた耐食性を発揮
するものであるが、必要によって、後記実施例に示すタールエポキシ樹脂塗料、或はそれ
以外の代表される重防食塗装、ジンクリッチペイント、ショッププライマーなどの他の防
食方法と併用することも可能である。こうした防食塗装を施した場合には、後記実施例に
示すように塗装膜自体の耐食性（塗装耐食性）も良好なものとなる。
【００３８】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はもとより下記実施例
によって制限を受けるものではなく、前・後記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更を加
えて実施することも勿論可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含される
ものである。
【実施例】
【００３９】
　下記表１に示す化学成分組成の鋼材を作製した。このときの作製方法は、まず転炉で溶
製し、連続鋳造により鋼塊とした。得られた鋼塊を、１１５０℃に加熱した後、熱間圧延
を行って、板厚：１９ｍｍの鋼素材とした。このときの熱間圧延終了温度は、６５０～８
５０℃の範囲とし、熱間圧延終了から５００℃までの冷却速度を０．１～１５℃／秒の範
囲で適宜調整した。下記の試験に供したテストピースは、全て最終的に１００×１００×
１０（ｍｍ）であり、上記鋼素材から切り出した（試験片Ａ）。試験片Ａの外観形状を図
１に示す。
【００４０】
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【表１】

【００４１】
　無塗装状態での耐食性を評価するためのテストピースは、湿式回転研磨機（研磨紙：♯
６００）で試験面（１００×１００ｍｍの面）に研磨を施し、水洗およびアセトン洗浄を
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してから、試験に供した。尚、耐食試験において、試験面以外が腐食することを防ぐため
に、試験面以外にシリコーンシーラントを塗布して被覆を施した。
【００４２】
　塗装耐食性の評価を行うために、一部のテストピースには、次の手順によって塗装を施
した。まず、全面をサンドブラスト仕上げし、水洗およびアセトン洗浄の後、ジンクリッ
チプライマーを平均厚さが１５μｍ（±３μｍ）となるように塗布し、２４時間以上デシ
ケーター内で乾燥させた。その後、変性エポキシ樹脂塗料エアレススプレーにより厚さ３
５０μｍ（±２０μｍ）で塗布した。塗膜が乾燥した後、防食のための塗膜に傷が付いて
素地の鋼材が露出した場合の腐食進展度合いを調べるために、長さ：１００ｍｍ、幅：約
０．５ｍｍの素地まで達するカット傷１本を試験面（１００×１００ｍｍの面）にカッタ
ーナイフで形成した試験片Ｂも準備した（図２）。
【００４３】
　前記表１に示した各化学成分組成の供試材について、試験片Ａおよび試験片Ｂを準備し
て腐食試験に供した。このときの腐食試験方法は次の通りである。
【００４４】
　［腐食試験方法］
　タンカーの油槽内を模擬した腐食試験を実施し、耐食性を評価した。このとき図３に模
式的に示すように、クエート産の原油および腐食促進のための人工海水を密閉した試験容
器内に入れ、上記で作製した試験片（Ａ、Ｂ）を、テストピースとして試験容器内の底部
と天井部の夫々に設置した。底部と天井部に設置したテストピースは、夫々油槽の底板お
よび上甲板の腐食を評価するためのものである。このとき、人工海水と原油との体積比は
１：１とした。
【００４５】
　また試験容器内には、組成：５ｖｏｌ％Ｏ2－１３ｖｏｌ％ＣＯ2－０．０１ｖｏｌ％Ｓ
Ｏ2－０．３０ｖｏｌ％Ｈ2Ｓ－ｂａｌ．Ｎ2の実船油槽内の模擬ガスを通気させた。試験
容器の外部よりヒータを用いて加熱を行い、気相部温度を５０℃で２０時間保持した後、
自然冷却により２５℃まで温度低下させて２５℃で保持するという温度サイクル（合計２
４時間）を１サイクルとし、毎日繰り返し行った。このような温度サイクルを行うことに
よって、気相部では実船のタンカーと同様の結露による腐食が発生することになる。試験
期間を１年として、試験を実施した。供試したテストピースの個数は、各鋼（表１のＮｏ
．１～３０）の夫々について、各試験条件（天井部および底部）について、５枚ずつ（試
験片Ａ、Ｂ夫々５枚ずつ）とした。
【００４６】
　テストピースの測定項目および評価基準は、下記表２に示す通りである。試験容器天井
部に取り付けた無塗装テストピース（試験片Ａ）については、試験前・後の重量変化を測
定し、供試した５枚の平均値を求めた。試験容器底部に取り付けた無塗装テストピース（
試験片Ａ）については、局部腐食（孔食）の深さをデプスゲージで測定し、各々供試した
５個の試験片の内の最も深いものを最大孔食深さとした。尚、試験後には、ウオータージ
ェット法によって、腐食生成物を除去してから重量測定または孔食深さの測定を行った。
【００４７】
　また、試験容器の天井部および底部に取り付けた塗装テストピース（試験片Ｂ）につい
ては、いずれも塗膜の膨れ幅（カット傷に垂直方向に膨れた幅）をノギスで測定し、各々
供した５個の試験片の内の最大値（最大膨れ幅）により塗膜傷部耐食性（塗装耐食性）を
評価した。試験結果を下記表３に一括して示す。
【００４８】
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【表２】

【００４９】
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【表３】

【００５０】
　これらの結果から次のように考察できる。まず本発明の鋼材での必須の合金成分である
Ｎｉ，Ｃｒ，Ｔｉ等を含有していない鋼材（従来の普通鋼）を用いたＮｏ．１のものでは
、いずれの条件においても所定に耐食性が発揮されていないことが分かる。
【００５１】
　試験Ｎｏ．２のものは、Ｎｉ含有量、試験Ｎｏ．３のものはＰ含有量、試験Ｎｏ．４の
ものはＳ含有量、試験Ｎｏ．５のものはＮ含有量が、夫々本発明で規定する範囲に満たな
いものであり、耐食性向上効果が不十分なものとなっており、タンカー油槽用鋼材として
は満足できないものである。
【００５２】
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　これに対して、試験Ｎｏ．６～３０のものは、本発明で規定する化学成分組成を満足す
るものであり、いずれも耐食性が「○」以上のレベルに向上していることが分かる。特に
、比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）と（［Ｃｒ］／［Ｎ］）の両方の要件を満足するものでは
（試験Ｎｏ．１０～１４）では、裸仕様での耐食性が「◎」以上に向上していることが分
かる。尚、試験Ｎｏ．１５～１７のものは、比の値（［Ｃｒ］／［Ｓ］）と（［Ｃｒ］／
［Ｎ］）の好ましい要件を外れるものであるが、これらの要件を満足するもの（試験Ｎｏ
．１０～１４）に比べ、底部耐食性（裸仕様）が若干低下している。
【００５３】
　またＣｕやＢを含有させることは耐食性向上に有効であることが分かる（試験Ｎｏ．２
０～３０）。更に、比の値（［Ｃｕ］／［Ｂ］）および（［Ｎｉ］／［Ｐ］）の両方を適
切に調整したものでは（試験Ｎｏ．２１～２６、２９，３０）、塗装耐食性が飛躍的に向
上していることが分かる。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】耐食性試験に用いた試験片Ａの外観形状を示す説明図である。
【図２】耐食性試験に用いた試験片Ｂの外観形状を示す説明図である。
【図３】耐食性試験の実施状況を説明するための模式図である。

【図１】 【図３】
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